Study on Administrative Measures against the Common Interest Development and Its Management in California State of U.S.A by 斉藤, 広子 & 梶浦, 恒男
" 
大阪市立大学生活科学部紀要・第40巻 (1992)
米国カリフォルニア州における「コモンを有する住宅」の
開発と管理への行政対応
斉藤広子・梶浦恒男 、
Study on administrative measures against the Common Interest 
Development and its management in California State of USA 
HIROKO SAITO and TUNEO KAJIURA 
1 .研究の目的と方法
我か国において区分所有共同住宅は都市の主流な住宅
形態となってきている。現在，その数はストックで，約
234万戸，フローで年間18.6万戸となっており，都市の
持家専用住宅の12.8%を占めるようになっている。この
ように区分所有共同住宅の数はフロー，ストックともに
増加しており，それに伴いこの住宅をめぐる様々な問題
か生じてきている。これらの問題が社会的な問題となっ
たのは，区分所有共同住宅の数か多いことにもよるか，
この住宅タイプがもっている性格に所以するところが大
きい。
その一つには，共同住宅の建物規模が大きく，なかで、
も区分所有共同住宅の建物規模が大きいことがある O 我
が国において共同住宅は所有形態からみて二つのタイプ
にわけられる。一つのタイプは住宅全体が一人の家主に
よって所有され，借家として供給される賃貸共同住宅で
ある。二つめのタイプは分譲マンション等とよばれてい
る， 一つの住宅が複数の所有者によって区分所有され，
各所有者か持家として居住している共同住宅(これを本
研究では区分所有共同住宅と呼んでいる)である。賃貸
の共同住宅の場合，民間賃貸住宅の多くは住戸数が少な
く，建物の規模か比較的小さいこと等からその建設に対
して地域住民との聞の問題はそれほど多く生じておらず，
また，公的賃貸住宅の場合は一団地開発となり，既成市
街地の他の住宅に影響を与えにくいということがある。
これらに比して，区分所有共同住宅の場合は，民間の賃
貸住宅よりも住戸数か多く，建物規模が大きく，それか
既成市街地に建設されることから，地域に与える影響が
大き く，日照権や通風をめぐる紛争が建設時に地域住民
( 1 ) 
との間に多くみられた 1)。
二つめは，共同住宅という，建築的に複雑な構造をも
っ建物か，分譲という形態をとり，商品として市場を通
して供給されることであるO このような形態かとられて
いるため，住戸内外における建物の暇疲の問題か多くみ
られた。また 「管理人室や駐車場か第三者に売られてい
た」等の建物の所有関係をめぐる問題や「図面通りに建
物か完成していないJ等の分譲をめぐる問題等も多く発
生した 2)。
三つめは，共用空間(コモンスペース)かあり，それ
を全区分所有者によって共同で管理を行っていかなけれ
ばならないことである。つまり，区分所有共同住宅の場
合は，各住戸の専用部分と共用の階段や廊下のような共
用部分かあり，専用部分は全区分所有者によって個別に
管理され，共用部分は全区分所有者によって団体〈管理
組合〉を構成し，共同で管理を行なっていくことになっ
ている。しかし，区分所有者のほとんどは管理の素人で
あることから，専門性か求められる共同住宅の管理を自
分たちのみでやっていくことは難しく，また多くの区分
所有者の合意形成をはかりつつ，管理全体を円滑に行なっ
ていくことか非常に困難なことになっている。そこで，
実際には管理人や管理会社に管理業務を委託や請負わせ
ることになるが， i管理人や管理会社が不慣れであるた
めに，委託をしている管理業務がきちんと行なわれてい
ないJi支払っている費用のわりには，内容がよくないJ
等の管理会社や管理人と，管理組合との間のトラフルか
多く生じている。
さらに，最近は古い区分所有共同住宅における建物の
大規模修繕や改善の必要性か高まるなかで，それらが円
滑に進められない問題や，居住者のなかに高齢者等の社
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会的弱者か存在するようになり，居住者か全員で協力し
て管理を進めていくことか困難である等の問題か生じて
きている。
このような区分所有共同住宅をめぐる様々な問題を解
決又は予防していくためには，共同住宅および共同住宅
管理かもっている 「社会性」を考慮し，区分所有共同住
宅の建設，供給，管理か適正に行なえるように行政か対
応してい くことが必要となっている。
その一つには，区分所有共同住宅か都市を形成する重
要な要因であるということから，その開発と管理に都市
計画的な視点、からの対応を行なうことである。
二つめには住宅購入者に対する消費者保護の視点から
の対応を行なうことである。区分所有共同住宅の場合，
住宅を購入する段階で将来起こり得る管理問題を予想し
て契約条件や付帯資料を検討するといったことは一般購
入者には大変難しい状況にある。また区分所有共同住宅
の管理問題の発生は， 1.普遍的な発生， 2.広範囲な
被害の波及， 3.被害原因究明の困難性， 4.事業者と
消費者の不平等な力関係の下での発生， といった消費者
問題としての性格をもっている九そのため， これらの
問題を解決していくためには消費者問題としての視点か
らの対応が必要となっている。
三つめには，共同住宅を社会資本として良質に管理し
ていくといった視点からの対応である。 一般に住宅は個
人や家族の生活の場という日常的な生活財であり，個別
世帯が長期に24時間継続して専用利用し，その間他の人
が利用できないという排他性があることから，私的な財
としての性格をもっているか，共同住宅の場合は，共同
生活条件をなす社会的共同消費手段であり，共同で利用
する空間を有し，そこでは共同で生活を行なうこと等か
ら社会的な財としての側面か強くなっている。そのため，
共同住宅を社会資本として良質に管理していくことか求
められている。
四つめには，住宅は人聞が生活する上での基礎となる
場であり，そのために社会的な弱者も含めて誰人もが共
同住宅で快適な生活を送れるようにするといったことが
求められる。そのため，共同住宅の管理を行なっていく
上で， このような社会的弱者を含め，居住者全員が快適
な生活を送れるようにといった，福祉的な視点からの対
応を行なうことか必要となっている。
以上のような視点から，区分所有共同住宅への行政の
対応が求められているか，我が国では今まで区分所有共
同住宅の開発と管理についてこのような視点からの行政
の対応がほとんど行なわれてきていなし、。我が国におけ
る区分所有共同住宅に対する行政の対策をみてみると，
建設省の通達により，分譲会社や管理会社への指導を行
なったり，管理を進める上での基準となる法律を改正し
たり(宅地建物取引業法の改正(昭和55年)，建物の区
分所有等に関する法律:区分所有法の改正(昭和58年))， 
標準管理規約や標準管理委託契約書を作成するといった
形ての対応か行なわれてきている。このように，今まで
の行政の対応は全国均一的な一つの基準を示すといった
国レベルの対応か行なわれてきており，地域，地方，各
住宅といったレベルで各住宅の実情に即した形で個別に
対応するといったものはとられてきていなし、。しかしな
がら，共同住宅の開発や管理は各住宅の物的な条件また
所有者，居住者の状況に応じて行なっていくべきもので
あり，現在の様々な管理問題を解消していくには住宅を
単位とした， きめ細かな行政の対応か求められてきてい
C 2) 
る。
そこで本研究では，我が国における区分所有共同住宅
の開発とその管理への行政の対応のあり方を，特に各住
宅に即した個別の対応として地方自治体はどのような対
応を行なっていくべきであるか，その方法を考察してい
くことを目的とする。
我か国の区分所有共同住宅に相当する住宅はヨーロッ
パ諸国，アメリカ合衆国，カナタ等で多くみられる。そ
のなかでも，アメリカ合衆国では我が国の区分所有共同
住宅と閉じ所有形態の共同住宅が多くあり，似たような
管理方法か取られていることが既往の研究で明らかにさ
れている 4)。アメリカ合衆国における，我が国の区分所
有共同住宅に相応するものはコンドミニアム Ccondo-
mlnium)である。アメリカ合衆国におけるコンドミニ
アムの管理方法は我が国と同様に区分所有者全員で構成
される団体(管理組合〉によって行なわれることになり，
実質的な運営業務を行なっていく為に，区分所有者のな
かから理事が選ばれて，理事会か構成される。管理上の
重要なことを決める際には，集会を開き，そこで，区分
所有者により決議されることになる。また，管理の業務
に関しては必要に応じて，管理会社や管理人に委託，請
負をする方法をとっている。その他の諸外国，例えばド
イツ，フランス，イタリアでは共同住宅の管理を進める
にあたって，かならず管理者をおくことか規定されてお
り，管理者が管理の実質的な執行機関となっている。し
かし，日米では，このような権限のある管理者はおかれ
ておらずペ 所有者の代表によって構成される理事会か
その役割を果している。
そこで，本研究では我が国における区分所有共同住宅
の行政対応のあり方を考察していくために，我が国と同
じ所有形態の共同住宅が多く，同じような管理方法が取
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表 1. ヒアリンク対象調査機関及ひ担当者
カリフォルニア大学パークレイ校都市地域開発研究所
パークレイ市都市計画コミュニティ開発課
キャロル・ C・シノレハー マン
ステフォン.ノ¥一トン
カリフォルニア州下院 議員ハウシンク議長
カリフォルニア州不動産局
タン ・ハウサー
ロハート.C. アー ノノレト
表2. コモンを有する住宅 (C1 D)の種類と建物形態
所 有形態 建 物 丹5 態*
合計
住戸部分 コモン部分 戸建集団 タウンハウス アノマー ト 複 よ口k 
コントミニアム 専有 共有 4% 34% 24% 5% 67% 
ストック 組合所有コーポラティフ
0% 0% 1% 0% 1 % I 
コミ ー、ュ アイ 共有アノマー トメント
フ。フンドデ、イ
専有 組合所有 1% 1% 1% 3% 26% ベロップメント
L 
*数字はカリフォルニアナ|、に於ける各住宅タイプと建物形態の構成率 不明6%
られているアメリカ合衆国の例をとりあけ，そのなかで
もコントミニアムか多く，それに対する行政の対応か進
んでいるカリフォルニア州の実情を明らかにする。
尚，本研究は1990年8月にカリフォルニア州にて関係
部署へのヒヤリング調査(表 1)およびその際に収集し
た資料，文献等に基づくものである O
2. カリフォルニア州における 「コモンを有する住宅」
の現状
2 -1 Iコモンを有する住宅Jの概要
①「コモンを有する住宅Jの種類
アメリカ合衆国では，我か国の区分所有共同住宅のよ
うに「コモンを有する住宅 (C1 D : Common Inter-
est Development) Jはコントミニアムだけでなく，他
にも様々なタイプの住宅形態がある O このような「コモ
ンを有する住宅Jは住戸とコ モンの所有形態の違いから，
大きくは次の四つのタ イプに分類できる。
一つは我か国で、分譲マンションと呼はれている区分所
有共同住宅に相当するもので，住戸は専有，コモンは全
戸の共有であるコン トミニアムである。二つめは，スト ッ
ク・コーポラティブと呼はれるもので，住戸もコモンも
組合か所有し，各住戸の居住者か組合からその住戸を賃
貸するものである。三つめはコミュニティ・アパートメ
ントと呼ばれるもので，住戸もコ モンも全戸の共有であ
(3 ) 
る。四つめはプラント・ティヘロソプメント (PD)と
呼はれるもので， P U D (Planed U nlts Development) 
の手法をもちいて開発された住宅地て，住戸か専有， コ
モンか組合所有になっているものである O カリフォルニ
ア州における，各タイプの内訳は約7害IJかコントミニア
ム，約3害IJかPDとなっており，その他のタイプてある
コミュニティ・アノマートメント ストソク・コーポラティ
ブの数は少なくなっている(表2)。
このような「コモンを有する住宅(以下， C 1 Dと呼
ぶ)Jては全所有者によって組合 (H0 A :Homeowners 
Assoclation，我か国の管理組合に相応)か結成され，
管理か行なわれる。カリフォルニアナ1'におけるCIDの
数は， 1987年現在で13000から16000くらいであると見積
もられている。これらの組合の設立は1976年より以前に
設立されたものか約25%，1976年"-J1980年の聞に設立さ
れたものか約33%，1980年より以降に設立されたものか
43%であり，約半分以上の組合は設立後10年以上か経過
している (表3)。
また，現在，我か国では区分所有者自らか住戸を利用
しないで，賃貸にするといった「賃貸化Jか進み，共同
で管理を進めていくことか困難になっている。そこで，
カリフォルニア州の場合をみてみると，賃貸にされてい
る住戸かまったくないCIDか21%，賃貸率か 1"-J 10% 
のCIDか15%，賃貸率1"-J20%のCIDか15%，賃貸
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表3. カリフォルニア州におけるCIDの設立時期
(日本との比較〉
カリフォノレ 日本の区
設立時期 ニア州の 設立時期 分所有共
C 1 D 1) 共同住宅2) 
-1976年 25% ---1974年 23.0% 
1976年 33% 1975年 24.5% 
-1980年 -1979年
1980年~ 43% 1980年~ 51.1% 
不明 1.4% 
*数字は設立時期別にみた構成率(%)
1) 1987年10月にカリフォルニア州か州内のCID
(579)を対象に調査した結果(参考文献1) 
2) 1988年 2月，建設省か日本の分譲マンション
(1036)を対象に調査した結果 (参考文献の
表5. カリフォルニア州における CIDの規模(日本と
の比較〉
住戸数
1---16戸
17 --42戸
43---99戸
100p~ 
カリフォルニ
ア州のCID
24.6寸 % 
25.1 
25.0_j74.7% 
25.2-， 
、
住戸数
日本の区分所
有共同住宅*
1 --29戸 110.1-， % 
30---50戸 120.8 
51 -100戸 32.5_j63.4% 
101---200戸 18.5-
201 ---300戸17.0 
301 ---500戸 I4.7 
_j25.2% 1501戸~ 4.5_j34.7% 
平均 43 戸 平均 133.7戸
出典は表3と同じ *不明1.7%
率21---30%のCIDが14%，賃貸率31---50%のCIDか
21%，賃貸率か50%を越えるものが14%と守っており，
カリフォルニア州においても賃貸化か進んでいることが
わかる(表4)。また，我か国の場合と比べると，賃貸
率はやや高い傾向がみられている。そして，カリフォル
ニア州ではCIDの賃貸率か上かるとモーゲージかっき
にくくなり，財産価値か下がることや，生活面でも共同
生活上の問題か発生しやすくなっていることから，賃貸
化による管理問題はとても深刻なものになっている。
②CIDの管理方法
(4) 
表4. カリフォルニア州における CIDの賃貸率(日本
との比較)
賃貸率
0% 
1--5% 
6--10% 
11 ---20% 
21 ---30% 
31 ---50% 
51 -100% 
カリフォノレニ
ア州のCID
21寸 % 1 
9 
6 
15_j 51% 
14寸
21 
賃貸率
0% 
1 ---20% 
21 ---40% 
41 ---60% 
14_j 49% I 61-100% 
出典は表3と同じ
日本の区分所
有共同住宅*
13.0寸 % 
」62.0_j75.0% 
14.7-
4.7 
」3.0_j22.4% 
*不明 2.6% 
CIDの管理は開発業者によって作成された契約条項，
制限条項，制限約款の宣言 (Declarationof Cove-
nants， Condition and Restrictions，以下，宣言と呼
ぶ)を基礎として進められる。宣言で，まず第ーにコモ
ンに対して組合 (HOA)か創設されることが明示され，
各区分所有者は組合員としてどのような権利・義務をもっ
ているのか，また議決権はどのような割合になるのか，
管理にかかる費用の分担はどのようになるのか，組合と
しての管理の範囲等が規定される。これにもとづいて各
住宅の法人規約 (Artlcles)及び規約 (Bylaws)，ルー
ルや規定 (Rule)等か定められる。
組合の規模は最小の場合は 2戸で，最大のものはいく
つかの小組合 (subassosiation)によって構成された
全体組合 (masterassociahon)のもので，全戸で2700
戸になっている。約1/4の組合か16戸以下，約半数の組
合が17--9戸，残りの1/4か100戸以上であり，平均的
にみると一組合当りの規模は43戸になる。全体的には我
が国のものよりも小規模なものが多くなっている(表5)。
また，建設時期別に組合の規模をみると，建設時期が新
しいものほどだんだん組合の規模か小さくなる傾向がみ
られる。
次にCIDの共用施設とサービスの内容をみる(表6)。
オープンスペースや芝生，公園，遊び場については多く
のCIDにみられ，組合は芝生の管理や植栽業務を行なっ
ている。また集会所，パーキング場所，水泳施設， ごみ
処理施設については半数以上のCIDにみられ，管理が
行われており，道路や上下水道の管理を行なう CIDも
約半数みられる。また，出入り口に守衛を置いたり，パ
トロールを行なったり， レクリエーション施設をもち運
営していたりするケースも約2割みられる。
管理の費用として， 1住戸当りの月額分担金(管理に
J 
J 
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表 7.住戸数別管理形態
管理形態 現地管理人不在，管 現地管理人常駐，管
合計 自力管理
理会社による管理 理会社による管理住戸数
合計 100% 44% 40% 16% 
1~16戸 100% 72% 19% 9% 
17~42戸 100% 59% 32% 9% 
43~99戸 100% 27% 55% 18% 
100戸~ 100% 18% 52% 30% 
文献1より
表6 CIDによって供給される施設とサービス 表8.施工上のミスとその内容
施工上のミスの状態
オープンスペースや芝生・・…・・・………，92%
公園や遊び場・・・・・…ー ……….. .…........84% 
芝生の手入れ・・・・・……・・……・・・・・・・・・…，87%
施工上のミスなし.. . …・…・・・・・…・…ー ……，，13%
施工上の小さなミスあり・….. • .……・………，37%
施工上の大きなミスあり・・…・・・・・・・・・・・………50%
集会所…・…・・・・………….. . . . . . • . • . . 72 % 
ノマーキング場所， ガレージ ・ ・…・・・…，62%
ごみ処理(サービス〉 …・……・……….65%
施工上の大きなミスの内容
(大きなミスがあると答えた場合のみ，複数回答)
水泳施設・…・……………………………，58%
. 
-屋根 -…24% 
・配管，排水管，他の水漏れ …22% 
.建物の構造
(基礎，壁，下見床，石積み，
テッキ，バルコニー，耐震，白蟻) "'18% 
.基本設備
〈造園，浸食作用，地盤沈下，
駐車場，道路，通路，電灯，下水道)…12%
.内部設備
(電気暖房，防犯，エレベーター，
道路・……・…・…・・…………………………43%
上下水道・・……・・・……・…-……………，，42%
他のレクリエーション施設ー………・・・…21%
出入り口の警備，安全パトロール ・…"15%， 
文献1より
-A ， 
かかる費用の割当金)は 1ドルから1500ドルまでと幅広
く，平均は95ドルになっている (1987年)。これらの費
用は独立住宅よりもアパートメント， タウンハウス等の
方が高く，また自力管理よりも管理人や管理会社により
専門的に管理されている方が高く，また様々な共用施設
やサービスがある場合，新しい住宅， タイムシェアリン
グ， リゾート用の住宅の場合に一般的に高くなる傾向か
見られる。
CIDの管理形態6)は大きく分けて三つのタイプにわ
けられる。一つめのタイプは管理会社に委託をしない，
自力管理のタイプで，全体の44%を占める。二つめのタ
イプは管理会社に委託をしているが，現地に管理人か常
駐していないタイプで，全体の40%を占める。三つめの
タイプは管理会社に委託をし，現地に管理人が常駐して
いるタイプで，全体の16%を占めている。自力管理は住
戸数が少ない住宅で多くとられ，住戸数が多くなると管
理会社に委託する率，また現地で管理人が常駐する率か
高くなっている(表7)。
ソーター・パネノレ，
レクリエーション施設)
.その他
. 6% 
・6%??，?? ??• 
?? ， ?? ?
文献1より
/ 』
t 
2-2 CIDの管理問題 7)
CIDの管理問題は大きく 二つの問題にわけられる。
一つは開発業者と管理組合との間の問題で， もう一つは
管理組合内の問題である。
前者の問題としてまず施工ミスの問題かあげられる。
特に施工ミスとして，屋根に関するものが多くなってお
り，そのため多くのCIDで雨漏りか大きな問題になっ
ている(表8)。また，当初の管理費の設定についても
問題がみられる。一般的に開発業者は管理費を低く見積
る傾向かあり，開発業者によって見積もられた管理費が
「とても低い」と答えている組合か26%， また「どちら
かというと低しリと答えている組合か30%みられ，半数
?????
1 
?
?
，?
づ，
‘ (5 ) 
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表 9. C 1 Dにおける規則違反 は理事会にとっては悩みの種であり，規則を強要される
ことによって逆に腹をたてた違反者から身体的な危険に
さらされるケースもみられている。
このようにカリフォルニア州のCIDの管理問題は様々
みられ，我か国の区分所有共同住宅の管理問題と共通し
ている点もみられている。
?? ?? ?，? ??
? ? ?
? ? ?
?
???
?? ?，
? ?
?
規則違反のタイプ
最近多く見ら l 最も止めさせ
|れる規則違反 るのか困難な
規則違反
住戸の無許可の改造 6% 32% 
分担金(管理費)の滞納| 11% 31% 
騒音，品行不正 4% 25% 
ぺ ノトの飼育 8% 18% 
駐車違反 18% 18% 
コモンに対する規則違反| 7% 5% 
文献1より
数字はそれぞれの規則違反の項目として左の項目を
回答したCIDの比率
3. カリフォルニア州におけるCID管理の関連法 (表
10) 
、
カリフォルニア州の場合，我か国の区分所有共同住宅
のような 「コモンを有する住宅」の管理は 「コモンを有
する住宅法 (CommonInterest Devepolment Act) J 
を基準に進められるO この法は過去三度の法改正のもと
に現在に至っている。
まず1962年に連邦住宅局によりアパートメント所有権
創設モテル法 (ModelStature for Creatlon of 
Apartment Owershlp)か制定されたことにより，諸
州かこのモテル法をガイトラインに州法を制定しているO
カリフォルニア州では次年度の1963年に民法第1350条か
ら第1360条にコントミニアムに関する条項を定めた。
1977年に連邦は独立した統一法として統一共同所有不動
産法 (UniformCondomlnlum Act)を制定したが，
それに先立ってカリフォルニア州では1976年にコンドミ
ニアム法の改正を行なっている。この年の改正は今後の
コンドミニアムの老朽化に備え，維持管理を円滑に行な
えるようにコモンの分割禁止の例外を第1354条に規定し
た点である。
さらに1989年には大幅な改正か行なわれており，対象
はコンドミニアムたけでなく， コモンを有する様々な住
宅に広かっている。そして，法律の名称は「コモンを有
する住宅法 (CommonInterest Development Act) J 
となり，民法の第1350条から第1373条に定められている。
このような法改正か行なわれたのは州の様々なセクショ
ンで「コモンを有する住宅 (C1 D)Jに関する法律か
増え，それを一つにまとめる必要かあったこと，またカ
リフォルニア州、|にはCIDが多く，その管理問題の深刻
以上の組合て当初の管理費の設定か低いことが問題になっ
ている。たたし， このような問題は最近の供給されたC
1 Dに関しては減少する傾向がみられる。また，その他
にも組合と管理業者の法律上の衝突は多様に広がり，組
合の理事会に開発業者か入りこんでいる場合等かみられ
る。
管理組合内の問題として， 一つには理事会の役員のな
り手か少なく，またメンハー閣の協力か弱く，居住者及
ひ理事会のメンハーも充分に理事や組合活動についての
理解をしていないことがある。そのため，理事会か居住
者に訴訟される，脅かされるというケースが約半数近い
住宅でみられている O また，管理費については当初の設
定か一般的に低いことから，徐々に値上げか行なわれて
きている。そのため，修繕の為の一般会計を取崩すよう
なことはなくなってきているか，約20%の住宅で月額管
理費総額の1/5以上の金額か三 ヵ月以上滞納されていた
り，約25%の住宅で金融業者による抵当流れ処分の為に
管理費の徴収ができなかった経験を有している O
管理組合か規則違反で頭を悩ませているのは以上のよ
うな管理費の滞納の問題以外に，駐車違反，ペットの飼
育，住戸の無許可の改造等がある。そのなかでも規則違
反の居住者に止めさせることが最も難しいのは， I無許
可の住戸の改造」や「管理費の滞納」についてである
〈表9)。また， このような違反者に対して組合は「小さ
いものは無視する」こともあるが， I書面で注意するJ
「話をして注意するJI居住者か賃借入の時はその住戸の
所有者に対して連絡をするJI罰金を課すJ等の対応を
とっている。 「罰金を課す」ケースは全体のうち約30%
のCIDでみられ，その額は25ドルから100ドルが最も
多く，平均は50ドルになっている。このような規則違反
、-
さから住民による抗議か多かったこと等か背景となり行
なわれた。そのため，内容としても管理に関する具体的
な規定が盛り込まれ，第1355，1356条では宣言の修正に
ついて，第1360条では居住ユニソトの改造について，第
1364条では維持管理について，第1365条では財政報告に
ついて，第1365.5条では会計問題に対する理事会の再審
査について，第1366条では管理費の定期的値上げおよび
特別な賦課金の値上げについて等か規定されている。こ'
のように実際に起こってきた個々の問題に対応できるよ
、
.除
(6) 
f 
iン
t 
. 
¥. 
-
F 
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表10.C 1 D管理に関する法の内容 (1963年・ 1979年度法と1989年度法の比較〉
(一般的な条項〉
1350 定義
1963年・ 1979年度法
1351 この章の適用の対象
1352 譲渡;範囲の認定
1353 譲渡の付随事項
1355 プロジェクトの制限約款の権限
1358 管理によって得られる個別財産
ト一一一一ー一一ーーー一一一ー -ー一一一ー一一一一一一一一一一一 ー
1354 分割に対する規制J(1976年改正)
1356 分担金-所有者の債務，先取り特権 先取り特
権の通知の行使
1357 人的，物的財産に対する先取り特権
1359 証書の自由な作成
1360 制限約款，規約と法人条項の宣言
将来の購入者への妙本，違反，損害 弁護士費
用，財産所有権の有効性
ト一一一一一一一一一一一一一一一ー一一ー一一一一一一 一ー一一一ー一一一
うに，組合の具体的な業務のあり方について法律で細か
く規定されている。
4. カリフォルニア州におけるCIDの開発とその管理
への行政対応
カリフォルニアナ|、|におけるCIDに関する行政対応は
大きく 二つにわけられる。 一つは， C 1 Dの住戸を購入
する消費者を保護するといった視点及び入居後の管理を
円滑に行なっていくために開発や分譲のあり方が重要で
あるといった視点から，開発 ・分譲時に開発業者及ひ購
入者への行政対応か行なわれている。もう一つは，入居
後の管理について管理組合への行政対応か行なわれて
いる。
( 7) 
(一般的な条項)
1351 定義
1352 C 1 Dの創設
1989年度法
1353 宣言に必要なもの
1354 
1357 
1358 
1361 
1362 
q主.-=壬
.!:::!-r:コ
宣言の期限の延長
分割していない財産を含む譲渡
非排他的な用益権
共同で利用する共有部分
1371 コントミニアム・ユニ y トの境界
1372 商業，経済活動に関する用途地域規制緩和
1373 スペイン語による契約
1359 分割行為
1367 分担費 所有者の債務，先取り特権の通知行使
1368 将来の購入者に渡される管理に関する書類と財
政報告書
1369 人的，物的財産に対する先取り特権
1370 証書の自由な作成
(管理に関する事項)
1355 宣言の修正
1356 宣言の修正
1360 居住ユニ y トの改造
1363 組合による運営一法人又は非法人-
1364 維持管理(メンテナンス)
1365 財政報告
1365.5会計に関する理事会の審査
1365.7任意代理人である理事と役員の責任
1366 管理費の定期的な場合と特別な場合の値上げ
(分担金と特別賦課金)
4-1 開発・分譲への行政対応
・サフティビジョン・コントローノレ
アメリカ合衆国における開発に対する公共的コントロー
ルは一般的に 1 .地域制(ソーニン夕、) 2.建築基
準(ヒルテインク・コート) 3. 敷地分割規制(サフ
ティヒジョン・コントロール) 4.環境影響評価報告
制等かあり， C 1 D開発・分譲に対する行政施策は「敷
地分割規制」の一部として行なわれる。 カリフォルニア
州ては5戸以上の開発は全て分譲の段階で開発業者か州
に申請し州の不動産局(以下，不動産局と呼ぶ〉の分
譲物件担当の職員かこれらの調査をすることになる。申
請された物件のうち， C 1 Dは約7害IJ(1989年度に申請
された物件は3010件て，うち2163件はCIDである)に
なっている。
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開発業者は申請書に開発業者名，開発の種類，周辺環
境(鉄道，飛行場等)，基本的な設備の整備状況，税金，
契約関係(契約書や補助金の有無等)，各種図面の準備
状況， コモンの状態，組合の予算，規約の準備状況につ
いて記入する。このような申請の対象となる物件は州内
でこれから分譲される全てのプロシェクト及ひ州外のも
のでカリフォルニア州の住民が購入しようとしているも
のである。申請が行なわれると，不動産局の職員(特に
構造に関してはその物件の位置する郡や市の調査員)が
現地に調査に行き，評価額を見積もる。その評価額と実
際の販売予定額との差が10%以内であれはその物件は分
譲か認可されることになる。
・ノマブリック・レポート
以上のような手順で物件の販売が認可されると，不動
産局からパフリック・レポートか発行される。パフリッ
ク・レポートはcrDを購入する所有者を消費者として
保護する目的で，分譲物件についてあらゆる情報を発表
する為に，不動産局が発行しているものである。内容は
一般的にはその物件か計画(設計〉どおりにつくられて
いるかどうかということが主に記される。申請時に開発
業者によって提出された書類をもとに不動産局職員か作
成し，それに加え，調査の段階で知り得た全てのことも
記載されることになる。その他に管理規約が整備されて
いるか，またどのようなコモンかあり，将来どれだけの
費用を要するか等の財政計画，周辺環境や上下水道の整
備状況，また全体の計画がまだ完成されていないうちに
販売される場合にはコモンが最終的に計画どおりにでき
ることを保証するもの等か含まれる(表11)。そして，
パフ、リック・レポートは購入者全員に提供され，購入者
は契約時にこのレポートを読んだという署名をしなけれ
はならない。
また，不動産局ではパブリック・レポートの他に購入
者に対し， c r Dの内容を簡単に説明した小冊子を発行
し， c r Dの理解か深まるように啓蒙活動を行なってい
る。
4-2 管理への行政対応
カリフォルニア州では法律で管理組合か管理を進めて
いくための手順や基準を詳細に規定するとともに，それ
らを実際に進めていく為の具体的なマニュアルやガイド
ライン等を発行している。
①組合運営について
.宣言の修正
我が国において開発業者か当初につくった規約(原始
規約)が各住宅の状態に即して作られていなかったり，
また開発業者にとって有利になるようにつくられていた
(8) 
りといった問題がみられる。カリフォルニア州では我か
国の規約に記載される主要な部分か「宣言」の中に記載
されることになるが，その宣言か開発業者によって自分
たちの都合のよいように作成されているケースや，開発
業者やその代理人かいくつかの住戸を所有している場合
に他の所有者によって宣言の修正が行なわれようとする
とそれを妨害する等のケースがみられた。そのため，
1989年の法改正の際に，宣言の修正及び修正に必要な承
認の票数の減少について細かな規定か盛り込まれた(第
1355， 1356条〉。
第1355，1356条では宣言の修正を行なうには所有者の
過半数の賛成が必要であるが，場合によってはcrDが
位置する郡の上級裁判所に必要な票数の比率を減ずる要
求を請願することかて、きると規定されている。その手続
きの方法は組合が請願書に， 1.宣言，法人規約，規約
等の運営文書，2.宣言の修正案， 3.所有者の承認を
求める為に使用した資料と全ての通知書のコピー，4. 
修正の必要な理由， 5.裁判所の決定に関係あると思わ
れる全ての文書を添付して提出する。裁判所はそれを元
にしてその修正が適正で、あるかどうか等の調査を行ない，
その結果，その修正か適正であると判断されると，組合
に対して必要な票数の比率を減ずることの許可を行なう。
許可か行なわれると，修正案と裁判所による修正の命令
はcrDか位置する郡に公式に記録され，実行されるこ
とになる。修正案が公式に記録された後は，適当な期間
中に組合は組合員に対して修正か公式に記録されたとい
う報告と修正の内容のコピーを配付することになる。
・理事，役員の責任
管理組合の運営上の大きな問題として理事，役員が一
般組合員から訴訟されるという問題があり，そのため訴
訟に脅えて理事就任を渋るケースや，役員就任のなり手
がないということが多く見られた。これに対して， 1989 
年の法改正の際に，理事，役員はその責任を遂行する上
では損害賠償か請求されることがないという規定がつく
られた〈第1365.7条〉。
第1365.7条では， 1.組合における理事，役員の責任
の範囲内で行なっている場合， 2.その行動か誠意をもっ
てなされた結果である場合， 3.その行動や不作為が故
意に行なわれていたものでなく，またひどい不注意によ
るものでない場合， 4. 100戸以下の住宅では500，000ド
ル， 101戸以上の住宅では1.000.000ドルの一般債務保険
を有している場合，以上の1.~ 4.の全てが満された
場合には，理事や役員の不正な行為等により肉体的に負
傷を負った人，精神的に心痛を受けた人，また不当な死
に見舞われた人は理事，役員に損害賠償を負わせること
ム戸、
r 
メ
lf 
， 
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表1.パブリック・レポートの内容
(カリフォルニア州レノマ郡で開発された物件の例 (A4，1ページ))
1ページめには以下の項目について記載されている。
物件の申請を行なった開発業者/パブリック・レポートの対象となる物件の名前
開発の種類/パブリック・レポートの発行された日時/修正された日時/終了する日時/消費者や不動産業者
に対する一般的な注意事項
2ページめにはコモンを有する住宅についての一般的な情報か記載されている。具体的な内容は以下のとおりで
ある。
-住戸の購入に伴い，自動的に住戸所有者組合 (HOA)に加入する必要かある。
-所有者や組合員としての権利は宣言，法人規約，規約等によって規制されることになる0
・分担金(管理費等)支払いの義務がある。
3ぺーシ""1ページにはこの物件に関する情報か記載されている O はじめにこの物件の特記事項か記載されてお
り，その具体的な内容は以下のとおりである。
・このパブリック・レポートは最新のものである為，すでに準備段階のものを手に入れている人も注意深く読む
必要がある。
・このパブリック・レポートの物件はロット 2，7，16，17，18，19，ロット40""47のコモン部分，区画A，B， 
Cを取扱っている。
・このプロジェクトはプランド・ディベロソプメントとよばれるタイプのコモンを持つ分譲物件である。これは
住戸所有者組合によって維持管理される共有空間と共用施設を持っている。
-組合はコモン部分の維持管理と他の目的のために所有者各自に分担金を課す。これに対する意見がある場合は，
集会で投票という形によってのみ意見を述べる権利がある。
・共有財産と施設は所有者組合によって維持管理される。
組合は全所有者に対して支出入の報告をする必要かある。
・開発業者はすべての共用施設が完成しているという報告をしている0
.開発業者は未売却住戸の分担金を支払う義務がある。
・開発業者は，購入者に対して，法人規約，制限約款，規約のコピーを契約締結前に渡さなければならない。そ
して，各購入者はそこに書いてあることを読み，理解すべきである。
・開発業者は組合の役員会と個々の所有者に不動産局によって認可された予算案をわたさなけれはならなし'0
・開発業者はこのプロジェクトの全てのロットを販売する予定であるが，いかなる所有者にも住戸を賃貸する権
利かある。
・開発業者から 5戸以上の住戸を購入する場合には不動産局に連絡をする必要がある。
また，住戸を転売したり， 1年以上賃貸する場合にはその前に改正されたこの物件に関するノマブリックレポー
トを手に入れなければならない。
・注意書きとして，転売する際には購入者に対して，制限約款の宣言，法人規約，規約分担金や罰金について述
べた文書を提供する必要かある。
また，それを行なわなかった場合は罰金 (500ドル)を支払う必要かある。
以上が特記事項である。以下， この物件について次の各項目についての説明かある(項目の主な内容は()内に
示している〉。
・物件の立地と規模
・管理と運営(管理は制限約款，法人規約，規約にしたがって行なわれる。〉
・維持管理と運営費用(維持管理費用と運営費用として開発業者かコモンの管理と維持に必要な予算案を作成し
ており，それは不動産局によって審査されたものである。また，それに基づく月々の管理に関する分担金の額
が記載されている。尚， ここにしめされる分担金の額よりも，開発業者によって20%以上多いか，または10%
以上少ない金額か示される場合には不動産局に報告する必要がある。)
・財産所有権，用益権〈基本設備，排水，下水に対する権利等は郡に記録されている。〉
.税金
・購入資金の取扱いの手順
.土壌の状態
・地質学的にみた自然災害の可能性
・水道，ガス，電気，電話，上下水道，道路，販売状況，不在所有者か支払うへき基本設備費用
.学校の立地等
• 
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はできないとしている。ただし， この場合の理事，役員
には開発業者の雇用者として直接，間接に報酬を受取っ
ている者や抵当権や不動産信託証書の抵当流れにより専
有部分を手に入れた金融団体から報部十陀受取っている者
は含まれない。
②組合財政について
.財政報告
法で財政報告書か組合によって作成される手順及び組
合員への配付の仕方等か細かく規定されている。
法第1365条では予算等は組合の会計年度の始る前の45
'"60日の間に配布するようにし，予算等には， 1.利益
も含めて見積もられた歳入と歳出， 2.現在，組合が保
有している総現金残高を証明するもの， 3.組合か維持
管理の義務を有している主要な部分の寿命と，それを修
理，取替するのに必要な現価格での見積費用と，将来の
修理や増築の為の費用の確保の仕方， 4.修繕に関する
費用の算出方法とその積立金の計算方法，以上の1'"4
を明記する必要かあることか規定されている。尚，毎年，
総額75000トル以上の収入かある組合の財政報告書はカ
リフォルニア州会計士局 (TheCalifornla State 
Board of Accountency) に免許か与えられた人物に
より作成される必要がある。また，報告書のコピーは会
計年度の終了後， 120日以内に組合員に配付されるよう
にするO 組合か作成する財政報告書の代りに理事会はそ
の要約を配布しでも良いか，その場合には報告書が組合
の事務室あるいはcrD内の適切な場所にあり，そのコ
ピーは希望があれは組合の経費で供給されるという通知
を財政報告書の要約と一緒に配布する必要がある。さら
に，通知は報告書の要約の表紙に10ポイント以上のはっ
きりとした文字でタ イプされなければならなし 1。そして，
組合員が財政報告書のコピーを希望した場合には組合は
五日以内に届くように組合の経費により，第一種郵便で
郵送する必要かある O
・会計に関する理事会の審査
第1365.5条では理事会は会計に関して次のことを行な
うように求められている。
1 .少なくとも三ヵ月に一度を基準に組合の運営金の収
支明細を審査すること
2.少なくとも三ヵ月に一度を基準に組合の積立金の収
支明細を審査すること
3.少なくとも三ヵ月に一度を基準にその年の予算案と
比較し，実際の積立金の歳入と歳出の状態を審査するこ
と
4. 少なくとも三ヵ月に一度を基準に組合の運営費と積
立金の収支の報告を審査すること
( 10) 
5.組合か積立金を預けている金融団体によって作成さ
れた，最新の積立金の収支報告書の審査を行なうことで
ある。
尚，組合の積立金を引出すには少なくとも組合の理事
二名，あるいは理事でない役員一名と理事一名の計二名
の署名か必要とされている。
・分担金と特別賦課金の値上け
組合はcrDの管理の為に，各住戸の所有者から分担
金(管理費とそれとは独立した会計で積み立てられてい
る積立金〉と特別賦課金を定めて徴収し，運営している。
その費用の値上げについては，法第1366条では組合の選
挙や集会で所有者の50%の承認が得られた場合以外は，
前会計年度の分担金の120%を越える分担金を， また前
年度の歳出の総額の5%を越える特別賦課金を課しでは
ならないとある。ただし， 1.裁判所の命令により，特
別な出資か起こった場合， 2.組合が維持管理の責任を
有している部分やその他のcrD内で居住者にとって危
険な状態であることがわかり，修理の為に維持管理費用
か必要な場合等は例外である O また，費用の滞納につい
ては，分担金や特別賦課金か課されてから15日たっても
支払かされないと，支払の期日か過き、たものとみなされ，
1 .弁護士に対する支払を含み分担金を徴収する上で要
した費用， 2.滞納に対する罰金(額について特に指定
していない場合には管理費の10%か10ドル)， 3. 滞納
した分担金， これら三つの費用を支払わねばならなくな
る。
-住戸所有者組合の為の運営費用の手引書
州の不動産局では組合の財政運営が円滑に行なわれる
ように組合の予算案作成のための運営費用の手引書
(Operating Cost Mannual for Homeowners Asso由
ciatlon)を発行している。この手引警には管理の費用
として，固定費用(税金，保険料等)，共用部分運転 ・
保全費用(水道，電気代，施設保全 ・サービス費用等)，
修繕の為の準備費用(取替の費用や主要な維持管理費)
と組合運営費用〈委託管理費，法律上の経費，会計上の
経費等)，その他， 臨時の費用(予備費)という項目に
わけられ，各項目の具体的なデータ ーと予算計画の為の
ワークシートがつけられており，月々の諸費用の算出か
できるようになっている(表12)。尚， この各項目の具
体的なデータは不動産局内の担当スタッフが組合，管理
会社，サービス会社， 製造業者，公共施設関連会社(電
気，水道等〉を対象に調査をし，その結果から作成した
ものである。
③維持管理について
.住戸の改善
、
表12. 運営および維持管理費
用(組合の予算案作成
のための運営費用の手
引書より)
1 .固定費用(税金，保険料等)
・不動産税
-法人税
・保険料
・免許 ・調査費
・所得税
2 .共用部分運転・保全費用
・電気
・カス
・水道
・下水道，浄化水槽
・テレヒアンテナ
. ，育情
・造園，植栽
.こみ処理
-エレヘーター
・道路， パーキンクスペース
.空調設備
・ブール
・テニスコート
.安全対策
・雑費
3 .修繕の為の準備費用(修繕
積立金)1) 
・塗装
・屋根
・ウォーターヒーター
(湯沸，ソーラーゾステム)
.電気設備
・床
・エレヘーター
・道路(街路と車道)
.暖房・空調関係
・プール，温泉
・テニスコート
・備品， 設備
・壁，フェンス
.雑費
4.組合運営費用
・管理運営費(委託管理費等)2) 
• I法律上の経費
・会計業務処理費
.雑費
5 .予備費
， 
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1 )修繕積立金の項目とその見積金額
塗装 総費用(平均) 063トル/ド 又は009トル/f l・年
屋根 組立式属根 (paper/rockroof) 0 16トル/ f 2・年 12年周期
(.毘合尾根 (ComposltlOnshmgles) 0 08トル/ f 2・年 17年周期
木製屋根 (Woodshake) 0 12トル/f 2・年 23年周期
木製屋根 (Woodshmgles) 014卜ル/ド・年 18年周期
織維カラス製毘根 (Flberglasssmgles) 009トル/ f 2・年 20年周期1
~沸 40カラノ容星 60トル/年 5-7年居j期
70---80カラノ容量 110トル/年 5一7年周期
100カラノ容量 200トル/年 5-7年周期
ポイラ 250卜ル/年 15年周期
ノー ラーノステム コレクター ノーラーノステム全体て 20年周期
タノク 取主主費取{、j総費用の65%/年 15年周期
ポンプ 維持費取付総費用の05%〆年 10年周期
鉛管類 20年周期
電気設備 外部備品 6トル/年一個当り
街灯 75トル/年一個当り
床 カーペノト 033トル/f 2・年 7年周期
タイル o 16トル/f 2・年 12年周期
リノリウム 022トル/ド ・年 12年周期
硬質材 o 17トル/ f 2・年 12年周期
エレへーター 維持費 水力式 800トル/年
電気式ーフルサーヒスなので修繕積立金不用
街路と車道 アスフアルト舗装 008トル/f 2・年 5年尉期
オイル ・チノプ舗装 008トル/ f 2・年 3-4年周期
コンクリート舗装 修絡積立金不用
暖房と空調 強制暖房炉 100トル/年 15年周期
空調付強制j暖房炉 200トル/年 15年周期
ヒートずンプ ]50トル/年
壁取付式空調装置 85トル/年 9年周期
床置又は壁取付式暖房 50トル/年 13年周期
セノトラルヒーテインク，空調設備は費用を耐周年数の15年て割った金幼
プール，温泉 年間のプール、昼泉にかかる費用の 5%
テニスコー ト ネノトの交換費 50トル/年 3年周期
風除けの交換費 300トル/年 5年周期
アスフアルト塗装の塗省 350トル/年 4-7年周期
コンクリ トー塗装の塗倍 500トル/年 5年胤期
[照明器具 100トル/年
備品と設備 備品 費用を耐用年数の 5年て割った金額
設備 費用を耐用年数の14年て審IJった金鈎
壁とフェンス コノクリートプロノク製(修繕) 0 10トル/f・年
木製(修縫，取醤) 050トル/f・年 15年周期
木製(塗装，着色) 0 15トル/f 2・年
錬鉄製(塗装) 030トル/f2・年
雑費 汚水ポンプ 60---85トル/年
下水ポノプ 200トノレ/年
カレーノ換気ノステム 120トル/年
白蛾駆除 001トル/f3(12年こと)
ソーラーノステム(プール等) 総費用を耐周年数の10-15年て割った金傾
ラケノトホールコール 240トル/年
r胡， ;1<路 ポノプ 300トル/年
清掃 5年こと 002---004トル/f 2・年
安全ケート モーター 85トル/年
ケー 卜装置 300トル/年
壁紙 o ] 2トル/f 2・年 10年周期
2)管理運営費(委託管理費)の標準額
小規模住宅 (12戸以下)て自主管理の場合
の費用
管理費の請求と徴収の会計管理のみ委託し
た場合の費用
管理費の請求，徴収，請求書の支払，未収
金の徴収，予算及ひ決算等の会計業務を委
託した場合の費用
専任の従業員による24時間管理体制による
管理の費用 (100戸以上〉
管理会社による24時間管理体制による管理
の費用
3トル/戸 ・月又は
50トル/月 以上
6トル/戸・月 以上
10トル/戸 ・月又は
600トル/月 以上
12，.20トル/戸 ・月又は
2500トル/月 以上
10"""20トル/戸 ・月又は
2500トル/月 以上
、? ??』
?
???
?
??
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住戸の無許可の改善は組合にとっては最も解決しにく
い問題としてあげられているO そこで，法ではそれに対
応するために第1360条で以下のような改善ができること
を規定している。一つは， C 1 Dの構造および機械等の
設備を損ねることのない，専用部分の改良や改造をする
ことである。二つめには，所有者の出資で住宅内の住戸
を自の不自由な人，視覚的障害をもっ人，耳の聞えない
人等の為にアクセスしやすいように変えたり，あるいは
それらの人々によって危険な状態を取除く(もしもその
住戸か 1階にあり，既に存在するスロープやエレベーター
によってアクセスしやすいようになっている場合には公
道から住戸の扉までの道路の改造もこれらの改造にふく
まれる〉等の改造をすることである。但，以上のような
改造は次の条件を満たすことが必要である。 1.建築基
準にみあうこと， 2.組合の規約で定められた安全や美
化に関する規定にあっていること， 3.住戸外の改造に
ついては他の居住者の合理的な通行を妨げないものとし，
これらの改造の対象となる人々が居住しなくなった場合
には，その改造は居住者によって取り去られること， 4 . 
住戸の改造をする場合，その計画書と設計明細書を組合
に提出することである。以上の条件か満たされると，組
合は正当な理由かある場合を除き，申請された改造に対
して，許可を否定することはできない。
・維持管理
法第1364条にもとづくと，組合は宣言の中で特別な規
定を設けている以外は， 一般的には独占的に使用される
部分を除く残りのコモンの修理，補修，維持についての
責任を持つことになる。また，専有部分とそこに附属し
独占的に使用されるコモンの部分の維持管理はそれぞれ
の所有者の責任になる。
コンドミニアム，ストック・コーポラティフ、、，コミュ
ニティ ・アパートメント の場合は宣言の中に他のことが
規定されていない限り，害虫やその他の生物により木造
部分が傷つけられた場合のコモンの修理，維持は組合が
責任をもつことになる。 PDの場合，宣言の中に他のこ
とが規定されていない限り，害虫やその他の生物により
専有部分の木造部分が傷つけられた場合の修理，維持は
各所有者か責任をもつことになる。ただし， PDの場合，
組合員の大多数の同意か得られた場合には，その修理を
組合に委託でき，特別賦課金を使用することができる。
また，組合か修理や維持を行なう上で，居住者を移動
させることが必要な場合には，その費用を修理の恩恵、を
受ける専有部分の所有者に支払ってもらい，実施するこ
とになる。また，組合は木造部分を損う害虫や生物に対
して有効な処置をするために必要な時間や期間に， C 1 
( 12) 
D内の全ての居住者を一時的に移動させてもよいか，そ
の場合には組合は専有部分の居住者に対して，臨時の立
ち退きの通知を，その移動日より15-30日前に配布しな
ければならない。通知のなかには， 1.臨時の移動か必
要である理由， 2.処置を始める臼と終了予定日， 3. 
移動期間の間，組合が責任をもって居住者に便宜をはか
るということを明記する必要かある。特に組合はこの通
知を居住者に手渡すまたは第 1種郵便で郵送し，居住者
と所有者が異なる場合には，その所有者の最も新しい住
所に第l種郵便にて郵送することが必要である。
・修繕計画(リザーフ・スタティ〉
従来，カリフォルニア州では古いコンドミニアムでは
修理のための積立金か不足していることや，何かあった
時に積立金を一般の管理費用として使ってしまい，実際
に修繕の必要な時に足りなくなるという問題かみられた。
そのため，建物の修繕が円滑に進められるように，法律
で修繕計画の作成および修繕積立金の算定か義務づけら
れるようになった(法第1365条)。
各組合で、は修繕計画をつくるために，分析員グループ
をつくることになるO このグループは組合で独自につくっ
てもよいか，第三者の機関を組合が採用することもでき
るO いずれの場合でも分析員のなかに専門家を入れるこ
とが必要である。
また，カリフォルニア州では積立金は月額にして l戸
当り1986年の時点で平均95ドルで， 1990年には115--120 
ドルになっている。
・リ ザ、ー ブ・スタディ・カ、イドライン
州の不動産局では法律で課した修繕計画〈リザーブ・
スタディ〉を各組合がっくりやすいように，修繕計画作
成のためのガイドラインを発行している。ガイドライン
にはまず，修繕計画の重要性かかかれ，どのようにして
準備金を財政計画の中で位置付けるのか，修繕計画を行
なう為の決議の方法，それにともなう理事会の見積の仕
方，資金計画の方法，それにともなう理事会の進め方，
また計画修繕を進める上でどのような問題が起こり得る
可能性があるか等か詳しくかかれている。
4-3 その他
その他，カリフォルニア州ではCIDに関する問題を
解決していくために研究等の委託を大学等の機関に行なっ
ており，その成果を組合，所有者，居住者の自に広く触
れるように出版物として発行している。
5. まとめ
我が国の区分所有共同住宅と同様にコモ ンを有してい
る住宅について，米国カリフォルニア州の場合の実情と
， 
f 
〆
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、
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‘、
t 
r 
/1 
!) 
斉藤他:米国カリフォルニア州 - 13 -
それへの行政の対応をみてきた。
米国カリフォルニア州のコモンを有している住宅 (C
1 D)において我が国の区分所有共同住宅と似た管理問
題がみられていた。そのなかで，カリフォルニア州では
消費者保護の視点から開発・分譲時には開発業者に申請
書を提出させ，それに基づいてパブリック・レポートを
作成し，発行するといった行政の対応がとられているO
そして， -E売却されて購入者の手にわたってしまうと
各住宅は州の管轄下ではなく，各組合の管轄下になるた
めに，行政はなかなか管理の現状がつかめず，また直接
的な指導もできなくなる。そこで，管理組合の運営・管
理に関しては州では法律で細かい規定を盛り込み，また
それらが実現されやすいように大規模修繕と財政の運営
に関しては特に力を入れて，ガイドラインやマニュアル
を作成している。さらに所有者，居住者，組合に対して
のパンフレットを作成し，管理を正しく理解してもらう
ための啓蒙活動を行なったり 管理に関する情報を与え
るという形で管理が円滑に行なわれるようにパック・アッ
プしている。
このような対応から管理上の問題も少なくなっている。
しかし，カリフォルニア州のCIDにおいても現在，い
くつかの問題か残されているO 一つは賃貸化による問題
があるO 我が国と同様にカリフォルニア州でも区分所有
共同住宅において賃貸化が進行し，借家人が増加し， こ
のことにより，管理組合の運営上，共同生活上の問題が
生じるといったことが多く見られている。また，賃貸率
か30%をこえると管理組合の運営が大変困難になるといっ
た報告がみられる。そこで，具体的な対応策として，不
在所有者にかわって借家人か組合活動に参加し，議決権
を行使するといったことや，居住している所有者の議決
権は所有者としての一票と居住者としての一票で合せて
二票とし，不在所有者は一票にするといった提案がなさ
れている。
二つめの問題は分譲後， 一度所有者の手にわたると転
売の際にも行政は手が届かなくなるという問題である O
そこで，行政施策としては中古販売業者の登録制度とそ
れら業者への指導が考えられている。
三つめの問題は大規模な住宅地における運営に難しさ
である。近年，南カリフォルニアではマスタープランコ
ミュニティ (MasterPlan Community) と呼ばれる
3万戸から 4万戸の戸建て，コンドミニアム， タウンハ
ウス，商業施設等がミックスされた住宅地開発か進んで
きているか， ここでは開発全体を一つの全体組合
(Master Assoclation)が管理し，各住宅地は単位組
合によって管理されている。このような大きな開発でも
( 13) 
全体組合で年間一回の集会の開催等か義務づけられてお
り，運営上大変困難である。そこで，州では全体の集会
をする代りに単位組合の代表者による集会を開催する，
また場合によっては行政委員によって規定を変更するこ
とができるという議案を1990年に成立させている O
以上のように，カリフォルニア州では消費者保護といっ
た視点から様々な行政の対応か行なわれ，以下のような
効果かみられる O 一つには，構造上の欠陥を有したもの
や基本設備の不備なものか販売されることを防いでいる
ことである(分譲時の開発業者による申請書の提出入
二つめには，開発途中の物件を計画通りに完成させると
いう保証をさせていることである(分譲時の開発業者に
よる申請書の提出)。 三つめには開発業者が作成した財
政計画を審査することで，適切な財政計画を作成させて
いることである(分譲時の開発業者による申請書の提出)。
四つめには消費者に対して物件を保証していることであ
る(パブリック・レポート)。五つめには，所有者，居
住者，組合の管理意識が向上するように啓蒙しているこ
とである〈小冊子，委託研究等)。六つめには，管理組合
の運営管理，維持管理における組合およひ役員としての
権利・義務を明らかにし，それらを進めていくための具
体的な方法，手順をしめしていることである(法規定お
よひガイトライン，マニュアル等)。
以上の点から，我が国の行政対応のあり方を考察して
みるO 一つには，住宅の供給の段階で入居後の管理か適
正に行なえるように行政が指導しておくことである。具
体的には，建築確認申請の段階で，入居後の管理計画を
提出してもらい，行政として管理人室の配置，駐車場の
台数や位置，自転車置場の広さや位置，居住者の集れる
共用施設の設置等の設計上の問題と入居後の管理方法の
指導をあわせて行なっていくことか考えられる。
二つめには，消費者保護の立場から新規分譲及ひ中古
販売時における建物の状態，管浬の状態の情報を公正に
詳細に明確に公開する制度をもうけることである。現在，
宅地建物取引主任業法に基っき，区分所有共同住宅の販
売時には管理についての説明か義務づけられている。し
かし一般的に販売時の重要事項に含まれている内容は購
入者にと ってわかりに くく，理解かしかたく，またその
内容が本当に購入者にとって不利益なものでなし1かを判
断するのは困難である。そのために，購入者に対し，ま
ず重要事項に含まれている内容か購入者にとって不利益
にならなし、か等のチェックを行なうことが必要であるO
また，分譲会社によって作成される規約(原始規約)の
内容が各住宅に即したものであるか，また消費者に不利
なものでないか，分譲会社から管理組合に引渡される書
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類か整っているか等を指導，監督すること等か必要であ
る。
三つめには，管理組合に対する施策として，地方自治
体に区分所有共同住宅の分譲や管理に関して相談や指導
を担当する部局，相談窓口をもうけることか考えられる。
そこでは，各区分所有共同住宅の管理規約のチェックや
生活管理に関する相談，修繕計画の進め方や改善の実施
方法等のアトハイスを行なっていくことである。また，
財政報告として，管理費の運営や修繕積立金の運営に関
して，とのような項目かどのように使われているか，そ
の使途を明らかにし，収支報告をすることを義務つける
ことである。また，今後，居住者層がさらに多様化し，
計画的に修繕を進めてし、かなけれは，大規模修繕を実施
することが益々難しくなると考えられる。そこで，各住
宅においては修繕計画書を作成することを義務付け，そ
れに応じた積立金を見積，その費用を積み立てて，計画
的に修繕か実施されるように指導していくことである O
今後は， このような形で我か国においても行政特に地方
自治体か区分所有共同住宅の分譲や管理に関しての直接
的な窓口となり，住宅か社会的な資本として適正に管理
か行なわれるように，指導，誘導，監督してし、く制度か
望まれる。
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1 )区分所有共同住宅をめぐる社会的問題は建設時に分
譲会社と地域住民との間で日照，通風をめぐる紛争と
してまず発生した。この種の紛争により， 日照権をい
う権利か確立されることになった。
2 )区分所有共同住宅において破庇問題か集中的に現れ
たのは，昭和40年から50年にかけてである。これらの
問題か発生したことにより，区分所有共同住宅の購入
者に対し，引渡し後の一定期間は分譲会社か欠陥部分
を無償で補修する特約を結ぶ，アフターサービス制度
がつくられた。また，民法では売買契約上の破庇担保
責任期間は買主か破庇を知ったときから一年と規定さ
れているか，宅地建物取引業法では引渡しから二年と
する特約を認めている為に，売買契約上最疲担保期聞
か二年と定められることか多くなっている。しかし，
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Summary 
ThlS study alms at examinlng adminlstrative measures agalnst condomlnlum ln Japan. For thlS end， 
thlS study focuses on analysing admlnlstratl ve measures agalnst the Common Interest Development 
(CID)， WhlCh is used in Californla State of USA. 
1. There are four types of the Common Interest Development (CID) in Cahfornla ; Condmlnluffi， Planned 
Development， Stock Cooperative and Communlty Apartment. The CIDs are an lntegral part of the 
housing market in Carlifornia State. 
2. In California， a developer submits an apphcation to pubhc admlnlstratlon body when the developer 
sales a CID. The admlnistaratlon body pubhshes a pubhc report about the CID for purchasers， based 
on the applicatlon. 
3. The adminlstratlon body prescribes methods of management of the CID ln the Common Interest 
Development Act， and publishes “Reserve study gUldelines for homeowners assoclation budgets" and 
“Operatlng cost manual for homeowners associations" 
4. Due to these admlnistrative measures， management problems of the crDs have solved and have been 
prevented. 
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